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�愛媛県告示第５８５号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１４条及び第１１８条の

規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官候

補生の募集期間を次のとおり告示する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 男子（平成２９年度８・９月採用分）

平成２９年５月１７日（水）から

６月７日（水）まで

�������
�愛媛県告示第５８７号
平成２９年４月５日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

戸 田 寛 愛媛県西条市周布１７
０９番地２

愛媛県西条市周布１６
０７番１ほか４筆 ５，６３７

水 木 文 夫 愛媛県伊予市上野１６
６９番地

愛媛県伊予市宮下字
屋鋪窪７５５番ほか４
筆

８，９３５

中 田 功 一
愛媛県上浮穴郡�万
高原町二名甲１９５番
地

愛媛県上浮穴郡�万
高原町父野川甲７５４
番ほか２筆

１，６４７

２ 認可年月日

平成２９年５月８日

�愛媛県告示第５８６号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 自衛官候補生の募集……………………………………………………………………………………………………………………………………（総務管理課）…３５９

○ 自衛官候補生の採用試験………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３５９

○ 農用地利用配分計画の認可…………………………………………………………………………………………………………（農政課農地・担い手対策室）…３５９

○ 都市計画の変更に係る図書の写しの縦覧（３件）…………………………………………………………………………………………………（都市計画課）…３６０

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（中予地方局管理課）…３６０

○ 道路の供用開始（県道粟井浅海線）…………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３６０

○ 指定障害児通所支援事業者の指定………………………………………………………………………………………………………（南予地方局地域福祉課）…３６０

○ 指定障害福祉サービス事業の廃止………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３６１

○ 道路の区域変更（一般国道１９７号）………………………………………………………………………………………………（南予地方局大洲土木事務所）…３６１

○ 落札者等の告示…………………………………………………………………………………………………………………………………………（教育総務課）…３６１

公 告

○ 争議行為の通知の公表…………………………………………………………………………………………………………………………………（労政雇用課）…３６１

○ 交通管制システム中央装置一式の借入れ………………………………………………………………………………………………………（警察本部会計課）…３６１

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

平成２９年６月１１日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

毎週（火・金）曜日発行 第２８７４号 平成２９年５月１６日

平成２９年５月１６日火曜日 第２８７４号

愛 媛 県 報

３５９
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�愛媛県告示第５８８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画用途地域

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５８９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第５９０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画下水道の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５９１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５９３号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

平成２９年５月１６日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第８５００号 平成２４年
１０月２８日 �山下邦博塗装 笹岡 豪 松山市来住町１１６２ 平成２９年

４月５日 防水工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２６）第１７３１２号 平成２６年
５月１５日 �虹の森建設 式村 達也 松山市森松町１９４－４ 平成２９年

４月６日

土木工事業、建築工事業
大工工事業、左官工事業
とび・土工工事業
石工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業、舗装工事業
しゅんせつ工事業
板金工事業、ガラス工事業
塗装工事業、防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２４）第１７０２１号 平成２４年
６月４日 �三協ハウス工業 �本 憲二 松山市浅海本谷甲２６２ 平成２９年

４月１１日
土木工事業
とび・土工工事業
管工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２４）第１７０８８号 平成２４年
１０月１７日

�愛媛住まいづくり研究
所 松田 孝公 松山市土居田町１０４－１ 平成２９年

４月１４日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２６）第１５６１９号 平成２６年
８月２５日 東建築 東 満房 松山市�万ノ台１３４７ 平成２９年

４月１４日 大工工事業 建設業の廃止

（般－２４）第１２６２８号 平成２４年
４月２０日 �大内組 大内 将伸 松山市平和通６－２－４

梶谷ビル３０３
平成２９年
４月１７日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 粟井浅海線 松山市萩原乙１８１番８ 平成２９年５月１６日

愛 媛 県 報平成２９年５月１６日 第２８７４号

３６０
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公 告

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般愛媛地方労働組合執行委員長玉井博司から次のとおり争

議行為を行う旨の通知が平成２９年４月２８日あったので公表する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 事件 平成２９年度夏季一時金・その他に関する事項

２ 日時 平成２９年５月１７日正午より本問題が完全解決に至る間

３ 場所

病 院 名 所 在 地

一般財団法人 真光會 松山市南高井１４９１

４ 概要 前記記載の場所において、あらゆる形の争議行為を単独

又は併用して実施する。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

交通管制システム中央装置一式の借入れ

� 借入物品名及び数量

交通管制システム中央装置一式（ハードウェア一式、ソフト

ウェア一式、搬入、据付け、配線、調整等一式）

� 借入物品の内容等

�愛媛県告示第５９４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

平成２９年５月１６日

愛媛県南予地方局長 佐 伯 登志男

�愛媛県告示第５９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５９６号
次のとおり落札者を決定した。

平成２９年５月１６日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０４０００１５ 八幡浜市 愛媛県八幡浜市北浜一
丁目１番１号 大 城 一 郎 放課後等デイ

サービス
発達支援センター巣立
ち

愛媛県八幡浜市松柏乙
１１０１番地

平成２９年
３月３１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３９１００９２ ＮＰＯ法人ひだまり工
房

愛媛県北宇和郡鬼北町
大字近永１０２７番地 高 木 真 弓 自立訓練（生

活訓練） みらい 愛媛県北宇和郡鬼北町
大字近永７２番地

平成２９年
４月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市平野町野田乙８８９番１地先から

八幡浜市郷１番耕地９１０番１まで

旧 ９．０～９５．２
１２．７～１７０．１

４．１９０
０．７９１

新 ９．０～９５．２
１１．６～１９１．０

４．１９０
４．４６９

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

教育情報通信ネットワークシステム
運用管理業務 一式

愛媛県教育委員会
事務局管理部教育
総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２９年５月１日

ＮＴＴビジネスソリュ
ーションズ株式会社四
国支店
愛媛県松山市一番町四
丁目３番地

１５，１９３，４４０円
（月額）

総 合 評 価
一般競争入札 平成２９年３月２１日

��������������

愛 媛 県 報平成２９年５月１６日 第２８７４号

３６１



入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

平成３０年３月１日から平成３５年２月２８日まで

� 借入場所

松山市若草町７番地１

愛媛県警察本部交通部交通規制課交通管制センター

� 入札方法

入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の８パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について、平成２９・３０・

３１年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 借入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 借入物品に障害が発生した場合の迅速なメンテナンス体制が

整備されていることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課交通安全施設係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札書の受領期限

平成２９年７月４日（火）午前１１時００分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２９年７月４日（火）午前１１時００分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、提出しなければなら

ない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期限

公告の日から平成２９年６月２６日（月）午後５時１５分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Traffic

Control Center System Main Controller，１ set

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，４ July，２０１７

� For further information，please contact： Department Road

Safety Institution， Finance Division，Administration

Department，Ehime Prefectural Police Headquarters，２―２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０ Ext２２７１

平成２９年５月１６日 発行

愛 媛 県 報平成２９年５月１６日 第２８７４号

３６２


